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日
大学と地域の連鎖による産学官連携
一大学の新たな役割として一

この4月 より社会逗】ち促進知財本部員に就任いたしました▲

地域連】J[つ いては こ れまで 南 学=1平成 '7年度現代GP

事業 「広域連‖支タフログラムー千代日区二首都同 [CM J

いよびインキユベーションセンター内起業で行つてきました,

ことての連携の目的は 明 治人,わ↓し1すと迪,モじ 明 治大学が

培|つてきた知的財庄 人 白うHl庁を使って社会貢献するだけで7J

く 同 時にlL域の力を活用して明治大学をよりい1)そう発展さ

せるというノイー ドバック関ln‐も指しています.

よす前者の現代GP事 実においては 高 IF□の=自 治体と迪

サtにッ 授 業での謀夕1活動を適に才て大学生が社会■献を果にすと

ともに せ 既の教育力を活用して大■iを 育てることを=llltソ

てきま(ノた、大学内の拒羊だりでなく 社 会での問也設定 拘7

決までのフロt7スを人亨iに 得いさせるにあたつ 地 域に学生

,=導の協力を得ながら 現 代社会わ`力要とする人材育成を図り

ますど高,部 て‖よ 夕 同シェクト]おヽら10までの101回のフロ

ジエクトを■脩ヒノ 富 フロジェクトことに担当の教卓を/■め

実行してさました。平成17年度 18年 度の2ヵ年の,こlJlにつ

いては DVDに 動口としてまとめることrlでさましたが そ

の意士の深さはそのDVDに 出"tソた教耳 人 宇生 地 域の人

■ちの高実からも51み取れます。その活動は大学と1世域との心

の連‖う`/crしえたわさです。
一方 後 者の起業についてですが ま すほl「年4月に イ ン

■コベーションヤンターに入店し 5月 に株式会社アイ フ ォ

スターという会社を立ち 卜げました。研究 教 育萱亡だけでな

く人,の さよざまrJ萱産を活用し社会自耐を4Tうによ 質 問の

法人よしての立場わ`必要であったわヽらです。文科系からの立ち

上げは 1里「1系の多い大学のベンチ十一の自では布有のケース

でしたさ

tlF年度はこの会社わ`サポートし 宇 生に1実指ベンチヤー体験

を行わせました.具 体的には 学 生に解ltl会社を作らせ そ こ

で小中学生向けサマースクールの企画 「 営を行いました.群

馬県'品な下JコよlL文退跡わiあり そ の勉なをかわてのサマース

クールを,■ たちわ亡コしま(ソた。法人車約を他すなけれにl lJ

らない有などわ`あるので ア イ メ イスターわ`ヨ共i体 となり

,生 たちの検振ベンチ十一よその下十けとしましたちもちろムッ
姿芦モ‖の形では払えrJぃため ■ 終1,にはアルAイ ト相という
形をとりよしたわ` ,古動はベンチャービジネスそのものでした,

この■文でのごド也は 対 象とする小中学生わ`年まるかどうん`

hi恋村で意味のある体験わ`できるかどうわヽてした.前 者に同じ
ては 千 代田区教石妻卓会め`と煩に入り ]イt□区内すべての

公立J中Ⅲ学校全生往に■内を西P布することて10名以上のr渋
たちを生めることができました,後 斉に関しては 垢 な|!仕場
が作介し 碑 |しに作られた寧穴式仁居に'0まつたリ キ 公開の
む跡をじわ‖[見学できたつと F史 の楚Jiとしてはこれ以上な
い体いをさせられたのではないでにンょうち`.こ こで成功した■
妥な要因は tじ域連Lに ほわ`なりませんr町 ,6人tlと千代陪L

致市委卓会 明治人,と す1恋村のそれそれの心の連比か 人,i
の事業をサポートし 小 中学生にも敦育成来をに元でさました.

今あげた現代CPと ベンチャー活動よ|□々 の独立したもので
はありません)iJすえよコいのように幅広しヽ所mを 呼び起こして
きま0.境 代GPお な`けれま T代 口区やすれなlJとの心のi車)
はiま llなか ったてしょうから 学 生の凍堀ベンチャー体いし
なかつたてtyょう。

大学わHと域とコJ4することによりよから次に活動の連ユ|をi
み出に,ます。新たな,I動は」ilt‐在元気付け そ の元気のエネル

ギーを|『に大学とlt】がまた新たね事業をiPrl出します.こ の
地ln活動を連担0,に発生させるのう`人,の 新たlJイ,=Jどiいぅて
もコ言ではありません.荘、し社会連れ使進宍町本部の一昂とし
て |せ11連すえを 大 学教育にも1会 車はにも有社的に1=びつけ
ることができるよう 努 めていきたいと考えていまJ)

末来 l t カケ て大 学 とを会 をの連 済 ノク ーを

「
―
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社会連携体験記

l母
校の産学連携を支援する

連合駿台会の産学連携への取り組み

連合駿台会は経済界を中心とする各界で活躍している本学

出身の有志団体で50年 目を迎えています。2002年 フ月、葛

水クラブ初代会長 渡 辺政人日本鋼管社長 明 友クラブ (初

代会長 河 野一英大東文化大教授 公 認会計士)の 2団体が

続合して将来の大学と産業界の連携を視野に入れて基樺の強

化を図つたものです。

小宗内閣は5年 に渡つて わ が国を知財立国とする政策を

掲げて支援し 安 倍内P38も同様に日本の将来を 「知財大国J

にする国家戦略を継承しています。

大学間競争も全く同様であり □ 公私ともども 国 内のみ

ならす 全 世界的な競争時代を迎えていることは言うまでも

ありません。

連合較台会は 「産字連境シンポジウム」「学生ビジネスアイ

ディアコンテストJ「壊台学lfr賞 駿 台学術奨励賞」「寄附語

座Jな どの継続的支援活動をはじめ 本 学の所有する知Blフ

ラットホームの引出しを会員企業とマッチングできるサムシ

ングの有無を掘起こすことだと考えています。

それは考えているほど安易なものではありません。しかしな

がら連携の成果が 社 会連携促進知財本部の評1面に大きな影響

を与えるものだということを認識しておかなければなりません。

連合駿台会は組織の中に 「大学支援委員会J「会員交流委員

会Jを 新設して こ のような課題に一歩前進しようとしてい

ます。

大学関連携でより高い知財創出を

第2回を迎えた 「明治大学学生ビジネスアイデイアコンテ

スト2006Jは そのような意味で一歩前進したものだと大い

に評価されても良いでしよう。最優秀自 「広告メディアとし

ての仮設工事用シー トの開発」をはじめ 優 秀賞 特 別奨励

自 奨 励賞と入賞されたアイディア以外にも 若 者らしいい

さいきとした豊かな発想ス トックがあることに期待と希望を

感じることができました。

一方 最 近の傾向として各大学と連携して フ オーラムを

開催する産官学協力体制も一般的になりつつあります。「関東

関西10私大産学連携フォーラム (新産業倉J出と大学問連携)J

連合駿台会 蕪  長 堀   守 弘

や4大学共催 「第2回アクリビジネスフォーラム」はその好例

ともいうものです。

私は本学が者Dい型大学としての位置づけを更に強化するた

めによ お 茶の水を中心として連携し 各 大学が 国 私の14

を越えて課題 目 的を共有し合いながら言DB型 大学の本領を

総合的に発揮して 大 学価値を高度化することもイノベー

ションのひとつの試みではないかと提案していきたい考えを

持つています。社会科字 自 然科学 大 文科字とそれぞれの

分野で産業革命以降3世紀を経ても 知 的開発は限界点を持

つことはありません。

知的資産の開発 よ 「研究と教育」という大学の持つ使命と

共通するカテゴリーに属しています。それぞれの大字が得意

分野を持寄つて 例 えば 「お茶の水学派Jの ようなものが新

しい測流になれば大きな意義と存在を持つことになります。

一方 わ が国にある各俗合研究所間のネットワートとも連

携して 複 合的なTLO機 能の充実を具体化することも重要な

課題だと言えます。

産学連携の未来に向けて

学部 大 学暁 3研 究所 そ して他大学 連 合駿合会と校

友企業 商 工会議所などを含めて 幅 広く 奥 深く連携とい

う共有するプラットホームの領切創造こそ 将 来展望のプロ

セスにとつて重要であり 現 状は ドアを開いて一歩 二 歩

歩み始めた位置にいることを冷静に評価して 改 善を保り返

しながら行動をしていくべきだと考えます。山元洋本部長の

理念を理解し 共 晴と協力を惜しまない決意でもあります。

そして連合駿台会は本質的に ノ ンプロフィットの団体で

あると同時に明治大学に学んだ言同士と言う一体感が母校愛

に帰―していくものだと思うのです。

知財は人類にとつておHナがえのない宝物でもあります。大

が小を Jヽが大をパランス良く発展と倉J造をリフレインさせ

ることによつて錬磨されていくものです。一方においては

ヒラメキのようなヒントから莫大な知的倉」造が発見されるこ

ともあります。ニュー トンが 「引力の発見」をしたように。

反射神経と感覚という 「響くJも のの大切さを再認識したい

ものです。



知的財産マネージャーの紹介

l日
本の百人に学rst

発明と産業の発達
私は 化 学企業及び国立大学を通して知的財産管理業務に

当初は発明者の立場から 後 半の30年 位は知的財産管理の

全般にわたる業務にかかわつてきました。この4月から 縁 が

あつて明治大学の社会連携促進知財本部で知的財産マネー

ジャーとして清任しました。長年境わつてきた知的財産管理業

務の経験を 本 字においても有効に活かすことわ琉よの使命と考

え 貢 献しなければならないと思つています。

ところで 知 的財産の代表格である特許では 発 明を力のよ

うに定義しています。

「自然法則Jを利用した技術的思想の倉!ltOうち高度なものを

いう。」

そして 特 許法については 発 明の保護及び利用を図ること

により 発明を奨励し もつて産業の発達に寄与することを目的

とすると謳われています。つまり 発 明をした者は 発 明を公

にし実施することによつて 公 衆に対してその発明を利用する

便を与えます。係る発明をした者に対しては 一 定の期間に

限つてその発明に法的な独占,Hじ権を与えます。また 発 明が

特許されるためには 有 用性 コi規性 進 歩性が必須の要件と

して求められています。このように見てくると 今 日の科学技

術の進展は、知的財産制度に負うところが大といえましょう。

古人による発明の鷺き
日本の古人よ 特 許法等がない時代において、枚挙にいとま

がない素晴らしい発明を見いだし、実用化してきました。」列

として 日 本刀の数錬技術を挙げてみましょう。

日本刀は 「折れす、曲がらす よ く切tlる」が機能的特徴

とされ さ らに 「実」わ`加わつています。折れすしかも曲がら

すという相容れない必須の要件をバランスよく兼袖備えている

のであります。このような要件を満足させるためには、数多く

の工程と時間を経て製造されるのでありますが 今 日の技術の

粋を集結しても工業的には製造できませんじ 同 一のものを製

造することすらできません。一つひとつの工程の確定も重要で

すが、全体としての製造工程も重要ですから 前 予錯誤の継続

と努力が大し】こ伴つたであろうことが容易に想像されます。そ

してその結果として 素 暗らしいものが出来上がっているとい

う事実があります。

その背景には 炭 素量の調整 硫 黄や焼などの微量不純物の

除去を鍛錬という技法によって達成していることがあります。

また 材 料としては国本古采の 「たたら」という製鉄技術に

明治大学

結合意塵写妄型り育型 諸石 昌人

よつて得られる玉鋼が用いられなければなりません。玉鋼よ炭

宗量の少なし)b鉄 を 炭 素量の多い皮鉄で包んで刀身を作ると

いう複合鍛えを生むことによって製造に成功したといえます。

今開軸にいえば 八 イブリッド技術により達成しているのです。

古人がどのようにして詞整と除去技術を習得したのでしょうか。

更に た たら製鉄には木炭が使用されますが 通 常の木炭では

ないといいます。木炭自身の燃焼力によつて火力を上げるため

には輸の風力に頼ることは好ましくないため ク ヌギ系の木材

を半燃焼して完全に粛 ヒしない木炭を採用したことに特徴があ

ります。ただただ古人の技術力に敬服するしかありません。

もう一つ 古 人がなした身近な例として 鰹 節を挙げてみま

しよう。つまり 鰹 から旨味成分のイノシン酸と20種 類に及

8 アヽミノ酸の相実効果を生み出す製造技術の発明です。内脱

頭切りに始まり、金入れ 骨 取り、修繕 数 回の嬉乾 (燻し)

生節 表 面削り 徴 つけ 天 日干し等の工程 特 に徹つけと天

日干しは一体的に数回繰り返さll 全 20数 工程を4～ 6カ月か

サて製造されます。

20数 工程があると聞いただけでも彪きに値しますが、同じ

工程を数回繰り返す場合において な ぜ繰り返しェ程を所定数

よりも増減させたら駄目なのか等を考えてみても 古 人のおい

しいものを求める吉労の姿勢が垣間見えます。

各製造工程で発生した目J産4//P 例えば 内 臓取りのときにで

る腹皮は薄塩にして焼いておいしく食べることもでき 鰹 を煮

るときにでる煮汁からは鯉エキスがとれます。だしを取つた後

の鰹節もおかすに変身でき を みを出さない食文化の例にも

なつています。

古人に学び更なる進展を
日本の古人は 上 記の例以外の数多くの分野においても 究

極とするところを求め 実 行し、今日の我々に知的遺産を境し

てくれています。恐らく 独 占排他権もなく共有の楽しみを提

供してくれていたに違いありません。技術を引き継ぐに当たっ

ては 広 義のOUTに より教授したのでしょう。これは現在の

人材教育のあり方に通じるものがあります。

ところが現在では 種 々の科学技術が発達したせいか、人間

が本来もっている能力 例 えば、感受性 観 察力 洞 祭力等が

古人の時代に比べた ら衰えたようにも感じられます。

古人の時代的環境を思しj字かべつつ 知 的財産管理の業務に

も 発 明者の立場からの倉」造 知 的財産を管理する立場からの

保護 洵 詞のあり方を 多 面的に考え直してみたいところです。



産学連携に関わる'

知的資産セツつ一事ltr室 金 井  昌 宏

社会連携促進知財本部では 「米国大学技術移転管理吉協

会J(A U T M )裕 会へのスタッフの出席と合わせて 米 国大

学の視容調査を実施しました。以下にその調査報告を抄録

します。

〔調査実施概要】

日 程 1200フ 年3月4日 (日)～ 3月 12日 (月)

担当者 1知的資産センター事務室 Jヽ澤芳明 金 井昌宏

目 的 !0カ リフォルニアエ科大学の産学連携状況調査

0オ レ」ン大字の産学連携状況調査

公募研究のサポート体制調査

0米 国大学技術移転管理吉協会 (AUTM)総 会への

出席

I カ リフォルニアエ科大学における産学連携について

うとする教員からの申高に基づき随時フアンデイングを行

う越旨のフログラムである。 1件あたりの研究費としては

日本円にして数万円から数十万円程度という小規模ではあ

るが 利 用した教員がこれを契機に産学連境や技術移転に

関心を持つようになるという効果が見られる。

ロ オ レゴン大学における産学連携 公 募研究サポー

ト体制について

●オレヨン大学の概要

オレゴン州ユージンに位置する州立総合大学。

「Architecture and ArtsJ 「BusinessJ 「EducationJ

「Uournaに m」 「Law」 「MuS C and DanceJ の 6学言Fめ`

ら構成。本学の協定校でもある。

●同大学の研究及び産学連携機関

以下の6部門があり RFD責 任者の研究担当副字長が全

体を統指する。

(1)RFD

(Off ce of Research and Faculty Developmenl)
２

３

OTT(0市 ice of Technology Tttnsfer)

0日SA

(Off Ce of Research Service and Administrat on)

カリフォルニアエ科大学キャンバス

●カリフォルニアエ科大学の概要

カリフォルニア州パツデナに位置する私立の単科工科大

学。過去に2フ名のノーベル賞受賞者を毒出。NASAの 宇宙

開発計画にわ`わ`わる研究で者名な 「ジエット推進研究所」

(UPL)を 擁する。

●同大学の産学連携関係機関

Ofnce of Techno osy Tran3fer(OTT)が 学外機関δ

よび同大学発スター トアップ企業への技術移転関係業務を

担当しており そ の他に受言モ 共 同研究に関する業務を担

当するSponsored Research部 門 法 務関係業務を担当す

るGeneral Counseが 設置さrlてぃる。

●産学連携実績について

大学発スター トアッフ企業へのライセンスを含め 年 間

の技llT移転件数 よ50～ 60件 。海外機関へのライセンスも

日本をはじめオランダ ド イツ 中 国などに実績がある。

海外機関へ技tJ移転する際は エ クスポー トコントロール

対応に特に注意を払つている。

学内での発明発掘活動や字外へのマーケテイング活動は

行つていない。こllは発明申詰の際に 教 員から技術移転

候補先の選定が併せてなされるためであり OTT担 当者は

その信報を基に移転活動をイテう体制が学内に浸透している。

●学内の産学連携の活Llヒに向けた取組みについて

産学連携目的の研究を支援する取り組みとして 「Grub

staKe Program」 制度を実施している。これは 年 間

S50000の 予算を基確として 商 業化目的の研究を行お

(4)コ ンフライアンス部署

(5)契 約 法 務部署

(6)日 verF「ont Research Pa「 k(分 子生物字や先端材料

神経関係 文 科系など29の 研究所を設置)

●産学連携実績について

OTT設 置以降の技術移転収入累種額は 1994年 の

65100万 から1999年 のS6000万 へと順詞に推移して

いる。単年度収入でも2005年 度に最高額 (S400万 )を

記録した。加えて単純な技術移転収入実績のみならす 学

外導入資金における技術移転収入の官J合が重要な指標と考

えている。同大学の現状では 年 間Sl倍 の外部資金導入に

対し収入がS400万 であるので 指 標値は43%/6と な

る。これは米国大学平均値と比較しても良好な数値である。

また 学 内の研究成果を基にしたスター トアッフ企業が

年間2～ 3件毒出されている。R verF「ont ReSe3「 Ch Park

の設置からも分かるように 同 大字ではスター トアップ創

出を重視している。

●公募研究のサポー トについて

(1)新 任教員への公事研究費獲得サポー ト体制

RFD (Off ce of Research and Faculty De‐

ve oprnent)に おいて 新 任教員への研究資獲得に向

けた以下の支援活動を行つている。

学外研究フアンドヘの応募申請書作成支援

フアンド獲得に向けたヨ期ワークショッフ (外部研

究費獲得を希望する教員向けの議習会を夏期休業中

に開催する。過去に獲得実績のある教員わ`講師役を

務め 講 習を受けてから申請を行つた敦員にはイン

センテイブとしてS1500を 支給)

新たな研究所を設立する場合の資金援助 (学外資金



獲得が困難な社会 大 文科学分野の研究所が三な

対象。1件あたりSフ 500を 支給)

地元銀行と提携し 独 自の研究フアンドを設立 (1件

あたりS10000の ファンドを年間3作程度採択。そ

の年ことに採沢する研究分野を設定している。当該

フアン ドよ 自 分の責任担当議義を助手等に肩代わ

りさせるバイアウト制度にも利用可能)

律)SponsOred Research全 般のサポー ト体制

ORSA (Off ce of Research Service and Ad

m  n  s t r a t  o n )が 同 大学のSpo n s o r e d  R e s e a r c h

の支援と管理を担当 している。この 「Sponsored

ResearchJは  本 邦の 「受託研究」に限らす各種競争

的公募研究費 共 同研究の一部を含んでいる。本機関で

はこ/1らの申請から進lj管理 監 査対応を行つている。

ORSAは 19名体制であり、研究ブロジェクトことに

担当者を設定 している。なお研究費の会計処理は

0日SAで はなく宮学部又は研究所が担当している。

前述のRFDに て学外研究費獲得のための トレーニン

グを受けた教員が 実 際に研究費を申請する際に コ

ンフライアンス及び申請予算管理の面で適正か否わ`の

テェックを行う。このコンフライアンス対象は連邦法

及び州法に加え 各 ファン ドが設定しているルールや

大学固有のルールも含まれ 申 請内容とそれら法令及

びルールとの適合性チェックを行う。これらの業務は

学内コンプライアンス=「署と連携して担当している。

コンプライアンス及び申請予算管理のチェック後

申請に関する学内承認手続きを行う。採択後の受入業

務は 契 約 法 務担当部署と連携して遂行している。

近年では 申 請段階から監査対応段階まで含めると

膨大な業務畳になるが 専 用の管理システムを導入し

対外的な進lf状況や学内承認段階が容易に把握できるよ

うになり 効 率的な管理が可能となつた。Spon60red

Researchブ ロジェクトを数多く抱える研究機関では

かかる管理システムは不可欠であると考えている。

中国や韓国の大学参加者が日立ち こ れらの国々の産学

連携が進展している状況を伺わせた。

総会では80を 優に超える分科会が催され さ らに2国 目

の基調講演ではパイ=ド ール法で書名な Brch E Bayh元

上院議員のサプライズ登壇があり 同 法が米国の産字連携
に与えたインパクトについて改めて紹介された。

●参加分科会について

当然tJがらAUTM総 会で俎上に上がる トビックスは米国
□―カルなものも多く 紹 介事例やノウAウ がそのまま本

邦で援用できるケースばかりではない。

今回参加 した分科会の中で よ 「ED2 1 A Dttferent

P e r s p e c t i v e  o n  L i c e n s i n g―l n d u s t r y  T a l k s  t O

Academ a Jと ぃぅトラックが最も興味深い内容となった。

これは産学連携の詰課題点について、企業担当者からの意

見を聞くパネルであり 知 財ライセンスやMTA 秘 密情報

管理等について広く議論することが開催目的である。ただ

出席者 (大学側担当者)の 関心を トビックに反映させたと

ころ 「Sponsored ttesearchJ(こ こでは企業 大 字間の

受託共同研究)契 約のみに議論が集中する結果となつた。

Sponsored Researchに 関わる契約に関し 企 業側が

問題と考える点は日本でも共通する部分があるので 以 下

にその一部を紹介する。

(1)大 学側は自己のポリシーを企業へ過度に押し付ける傾

向がある

(2)TLOに 代表される管理部月と 実 際の研究部門の連携
が悪い

(3)大 学側 ま研究成果の公表を急さすぎる

(4)産 学連携を推進するために必要な法務費用が過大に

なつている

(5)大 学で生み出される IPは 企業から見ると末完成。良

くてアーリーステージ

(6)事 業は IPの みに拠るのではないことを 大 学lgょ理

解すべき

(7)電 気や機械 情 報分野と 化 学 バ イオ分野とでは実

なるアプローチが必要

(8)パ イ=ド ール下では 公 的研究費が導入された研究成

果は無償かつブF独占の実施権が政府又 よ州に帰属する。

企業がスポンサーになる場合も同様の考え方を援用で

きないか

これら企業側の意見に対しては大学側参加者から反対意

見が相次ざ 分 科会としての結論には至らなかつた。特に

無償実施権に関しては 「公益的な性質を有する大学が、実

施料とバランスしない IPコ ス トを負担することになり到底

受け入れらllない」との意見が大勢を占めた。

lll AUTM(大 学技術移転管理者協会)総 会について

●AUTM Annuat Meetng 200フ について

今回のAUTM年 次俗会は カ リフォルニア州サンフラン

シスコにて 200フ 年3月 8日 (木)～ 10国 (上)に 開催

さ/1た。俗会の参加者数 よ 過 去新記録となる2050名

(AUTM発 表)と のことで 全 米のみならす多くの国々から

大学等の技lT移転担当者が出席した。特にアジア圏からは

オレヨン大学キャンパス

AU「M結 合基調議演
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今年度より 学 部同共通総合議座にて大和証券寄付講座 「ベンチヤー起業アイデアs‐l出とビジネスプラン構剰

を開講しました。この講座のコーデイネータは政治経済学部教授の森下正社会連携促進知財本部目」本部長 イ ン

キュベーションセンター長が担当しています。この講座では、座学ではなく 学 生が自ら考えたビジネスアイデ

アを発表し、このアイデアをブラッシュアップし 授 業の最後にはビジネスプランとして発表するといつた実践

形式の議座となつています。

この議座の講師を務める株式会社大和総研の同村公司産学官連携調査部長は、 「すでにアイデアのフレゼン

テーションを行つたが 自 らの経験を踏まえた学生らしい面白いアイデアを中心に 想 像以上に質が高いものが

多かつた。後半に向けてアイデアからより具体性を持つたブランを高めるための授業を提供したいJと コメント

しています。この議座から 毎 年秋に社会連携知財本部が実施している 「学生ビジネスアイデアコンテスト」の

入賞者、さらには未来を担うアントレブレナーが誕生することを期待しています。

<カ リキュラム概要>

起業アイデアの創出

(アイデアとは、事例研究

戦略など)

経営者議演

超業アイデア発表会

事業計画の構築

(事業計画 財 務戦略 法 務

事業計画発表会

マーケテイング

事例分析など)

デジタルスケーブ社藤川幸廣社長 (本学卒業生)に よる特別講演

「明治大学学生ビジネスアイデアコンテストJを 今年度も下記のとおり開催いたします。このコンテストよ 学 生の

アントレプレナー (起業家)育成とアイデアの事業化の支援を目的に 2005年 度から毎年開催しています。今年は

7月上旬から募集を開始し 書 類選考を経て 10月 上旬または中旬にブレゼンテーシヨン害査を行う予定です。

rF年度 離 秀貨を受賞したグループによるプレゼンテーション

<賞 金>

最優秀真 i50万 円

優 秀 員 ;10万 円

奨 励 賞 i 3万 円

<ス ケジュール>

募集期間 t7月 上旬～9月上旬

募集期間中に応募説明会、

ブラッシュアップ相談会

などを実施する予定です。

ブレゼンテーシヨン雪査 i10月 上旬～中旬

<主  催 >社 会連携促進知財本部 連 合駿台会

X詳 細が決まり次第 学 内掲示 Ohi meⅢ などでお知らせいたします。
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4月末に 駿 河台校合アカデミーコモン内に設置さllているインキュベーション施設利用者 (200フ年6月利

用開始)の 選考を行つた結果 新 に下記の5つのベンチヤーフロジェクトの利用が決定しました。

このインキユベーション施設を利用して 既 に起業化している企業は下記の5社です。

<イ ンキユベーション施設で設立された起業>

株式会社COCO VVA DOCO

有限会社日中人材コラボセンター

有限会社リトル フ ィー ト

株式会社アイ フ ォスター

株式会社グローパルガバナンス センター

IP電話サービスのアプリケーションの開発 販 売

日本 中 国のビジネス交流支援事業

授業向けアプリケーションの開発

小学生以上を対象とした体験型学習事業の企画 実 践

地域行政等に関するコンサルタント 調 査 研 究事業

く200フ 年6月利用開始のベンチャープロジェクト>

国際電カシステム研究所

建築解体設ntシステム研究所

電力会社向けの低コスト化したインテリジェントシステムや

電力の需給予測シミュレーションを開発。ソフトウェアの販

売やコンサルティングをイテう。

NEDOの マツチングフアンドなどを利用した共同研究の成

果に基づく解体設計システム子の開発。ソフトウェアの販売

やコンサルティング事業を行う。

米解体設計 i建築資材のリサイクル化のために建築物を分別

して解体できるように解体計画を行う。

IT 続 計手法 安 全字を融合したユビキタス商店街ブロ

ジェクトの事業化を行う。品川区戸越銀座商店街をモデル

ケースとして 全 国の商店街への普及を目指す。環境問題や

少子高齢社会を意識した情報発信システムを構築することを

特0と している。

RF D(無 線チップによる情報識別装置)を 利用した通信技

llTと本字で畜績された衝づくリシステムの融合による情報

サービスの事業化を目指す。携帯電話などを利用し 実 際に

街を歩き■Jが ら 地 域の情報にアクセスできるコミュニ

ティ型ビジネスの展開をする。

トンネルなどの視界がよくrJい工事現場での事故を未然に防

ぐためのインテリツェントシステムを用いた監視システムの

事業化。本学で開発された人体の体温に反応する遠赤外線カ

メラを用いた技術によつて 車 両等に接近している物体を容

知する警報システム。

□―カリレエリアコミュニティシステム

U― des gn

インテリジェント監視システム
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山元本部長留任 副 本部長に長嶋 森 下両教授が就任

2005年 5月 に 研 究組織と社会連携とくに産官学連

携に係る組織等の有機的な連携を図るため 学 長の下に

「研究 知 財戦略機構Jめ 設`置されました。この機構の

下に 社 会連携促進知財本部に続括されることとなり

それに併せて関係規程の改廃を行いました。これにより

知財本部に新たに富J本部長2名 が置かllることになり

そのうち 1名を知的資産センター長に 他 の 1名をイン

■ュベーションセンター長とすることになりました。

新組織体制の陣谷 よ 山 元洋理工学部教授が=き 続き知

財本部長 長 嶋比目志農学部教授が副本部長 知 的資産

センター長 森 下正政治経済学部教授がインキュベー

ションセンター長に選任されました。また 知 財本部員

の菊池雅史理工学部教授と鈴木研一経営学部教授 よ在外

研究ため退任 そ の後任によ自腰哲雄理工学部教授と水

野勝之商学部教授が選任されました。任期は い すllも

2000年 3月までの2年間となつています。

左力】う

水野本宮ほ員

長嶋副本部長

山元本部長

森下副本部長

宮標本部員

「社会貢献」を適正に推進するための半」断基準のツール

本紙VOL12(200フ 年3月 発行)で 既報のとおり

利益相反委員会 (委員長 i坂本恒夫一部教務部長)わ｀

利益相反に関する小冊子 「社会連携と倫理及び利益相反

に関するガイ ドライン (写真)Jを 作成し 全 専任教職員

に配付しました。

このガイ ドラインは]]ペ ージ立てで 敦 戦員が適正

に社会貢献を推進する際の支援ツールと位置づけていま

す。その構成は 「A 社 会貢献の推進に係る倫理ガイ ドJ

と 「B 利 益相反に関するガイ ドJの 2部 で構成されて

います。倫理ガイドでは 社 会貢献を推進するうえで特

に配慮すべき倫理観についての要点をまとめています。

利益相反に関するガイ ドでは 利 益相反とはなにわ`

教職員の果たすべき貢務 責 任 疑 義発生の未然防止等

の要点を分かり易くまとめています。また 利 益相反に

関する自己点検の基本的なチェックリストとして活用い

ただくことができます。
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今年度最初のインターフェイス発行となりました。今回は連合駿台会

の長堀会長にこ執筆をお願いしましたが 母 校への産学連携への期待

をいただき 関 係者―同少しでも期待に沿えるよう気を引き締めてま

いりたいと思います。知財本部も新メンバーとなりましたが 今 年度

も引き続きこ支援 こ 協力の程よろしくお願いいたします


